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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第67期中 第68期中 第69期中 第67期 第68期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等       

売上高 (千円) 11,384,527 ― ― 24,312,303 ―

経常利益 (千円) 340,364 ― ― 621,591 ―

中間(当期)純利益 (千円) 867,199 ― ― 1,039,032 ―

純資産額 (千円) 4,159,516 ― ― ― ―

総資産額 (千円) 22,246,206 ― ― ― ―

１株当たり純資産額 (円) 199.50 ― ― ― ―

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 41.59 ― ― 49.83 ―

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 18.7 ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 1,123,491 ― ― 183,646 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 3,742,218 ― ― 4,405,412 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △130,625 ― ― 289,154 ―

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 (千円) 9,378,290 ― ― 8,962,069 ―

従業員数 (名) 301 ― ― ― ―

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (千円) 11,342,995 12,711,493 10,393,235 24,274,234 25,762,536

経常利益 (千円) 339,662 619,038 433,804 650,140 979,503

中間(当期)純利益 (千円) 458,207 622,586 429,228 815,985 1,770,987

持分法を適用した場合の投資
利益 (千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 4,694,612 4,694,612 4,694,612 4,694,612 4,694,612

発行済株式総数 (千株) 20,861 20,861 20,861 20,861 20,861

純資産額 (千円) 7,261,054 8,257,246 9,945,946 7,671,186 9,431,608

総資産額 (千円) 21,543,047 19,994,437 21,337,392 22,150,557 19,078,510

１株当たり純資産額 (円) ― 396.04 477.03 367.93 452.36

１株当たり中間(当期)純利益 (円) ― 29.86 20.58 39.13 84.94

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 (円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間(年間)配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.7 41.3 46.6 34.6 49.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー (千円) ― △1,151,260 △116,063 ― △2,626,229

投資活動による 
キャッシュ・フロー (千円) ― 40,266 7,408 ― △25,071

財務活動による 
キャッシュ・フロー (千円) ― ― ― ― △46,642

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 (千円) ― 7,851,075 6,155,470 ― 6,264,125

従業員数 (名) 298 287 309 292 289



(注) １ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第67期中間期の提出会社の経営指標等のうち、「１株当たり純資産額」及び「１株当たり中間(当期)純利益」については

中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

４ 第67期は、連結子会社がなく、連結貸借対照表を作成していないため、連結貸借対照表に関連する各指標は記載しており

ません。また、第68期中間期以降は中間連結財務諸表または連結財務諸表を作成していないため主要な経営指標等の推移

の連結経営指標等は記載しておりません。 

５ 持分法を適用した場合の投資利益については、第67期までは中間連結損益計算書及び連結損益計算書を作成していたた

め、第68期以降は関連会社の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあり

ません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、非常勤顧問、非常勤嘱託は含んでおりません。 

  

(2) 労働組合の状況 

藤木工務店労働組合と称し、昭和49年９月５日結成され、平成17年９月30日現在の組合員数は152名であり、上部

団体日本建設産業職員労働組合協議会に加入しております。 

労使関係は、結成以来円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

従業員数(名) 309 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間のわが国経済は、好調な企業収益を背景に民間設備投資が堅調を維持するとともに、個人消費に

所得環境の改善による持ち直しが見られるなど、景気は全体として、底堅く推移しました。 

建設業界におきましては、都市部における建設需要の回復など、民間建設投資は増加基調で推移しましたが、公

共建設投資は依然として減少したままであり、厳しい受注状況が続きました。 

こうした状況のもと、民事再生終結の年を迎えた当社は、「筋肉質な組織体制の構築」を経営テーマとして掲

げ、経営基盤の更なる強化を目指して役職員が一丸となり取組んでまいりました。 

当中間会計期間の業績といたしましては、一部工事の完成時期が下期にズレ込んだ影響もあり、建設事業売上高

が101億97百万円と前年同期比23億42百万円（18.7％減）減少し、不動産事業等売上高で１億95百万円、前年同期比

23百万円（13.9％増）の増加となりましたが、売上高は103億93百万円となり、前年同期比23億18百万円（18.2％

減）の減少となりました。 

利益面におきましては、コスト改善への取組み強化を図ったことなどにより、売上総利益率は、0.5％改善されま

したが、売上高が減少したことに伴い、営業利益は４億25百万円、前年同期比１億87百万円（30.6％減）の減少、

経常利益は４億33百万円、前年同期比１億85百万円（29.9％減）の減少となり、中間純利益は４億29百万円、前年

同期比１億93百万円（31.1％減）の減少となりました。 

  

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の主な増減状況につきましては、営業活動

によるキャッシュ・フローが、税引前中間純利益の計上や未成工事受入金の増加などにより資金が増加しました

が、未成工事支出金や売上債権の増加、仕入債務の減少など資金の減少により、１億16百万円の減少となりました

（前年同期は11億51百万円の減少）。投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付金の回収などにより７百万円の

増加となりました（前年同期は40百万円の増加）。また、財務活動による資金の増減はありません（前年同期は増

減ありません）。 

この結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、61億55百万円となり、前期末残高に比べ１億８百万円

（1.7％）の減少となりました。 

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注高 

(単位：百万円) 

(注) １ 建設事業以外は受注生産を行っておりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 売上高 

(単位：百万円) 

(注) １ 生産実績を定義することが困難なため「生産の状況」は記載しておりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 次期繰越高 

(単位：百万円) 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

増減(△) 増減率(△)

建設事業 12,873 14,732 1,859 14.4％ 

合計 12,873 14,732 1,859 14.4％ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

増減(△) 増減率(△)

建設事業 12,539 (98.7％) 10,197 (98.1％) △2,342 △18.7％ 

不動産事業等 171 (1.3％) 195 ( 1.9％) 23 13.9％ 

合計 12,711 (100.0％) 10,393 (100.0％) △2,318 △18.2％ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

増減(△) 増減率(△)

建設事業 19,512 24,337 4,824 24.7％ 

合計 19,512 24,337 4,824 24.7％ 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題はあ

りません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計期間にお

いて、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 49,000,000

計 49,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 20,861,000 20,861,000 ―
完全議決権株式であり権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

計 20,861,000 20,861,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年９月30日 ― 20,861,000 ― 4,694,612 ― ―



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,058,000株（議決権2,058個）含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式650株及び証券保管振替機構名義の株式700株が含まれておりま

す。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

藤 木 玄 三 大阪府豊中市本町５―11―19 3,112 14.92

有限会社三榮物流研究所 大阪市中央区常盤町２―１―１ 1,365 6.55

倉敷紡績株式会社 大阪市中央区久太郎町２―４―31 1,006 4.82

株式会社クラレ 岡山県倉敷市酒津1621 943 4.52

株式会社中国銀行 岡山県岡山市丸の内１―15―20 664 3.18

藤 木 鐵 三 大阪府豊中市本町５―４―１ 600 2.88

藤 木 正 三 大阪府豊中市本町５―１―35―202 576 2.76

川 手 利 之 大阪府豊中市西泉丘２―2440―４ 499 2.39

奥 村 哲 夫 岐阜県羽島郡柳津町東塚２－160 394 1.89

石 田 春 久 兵庫県芦屋市浜芦屋町３―15―401 311 1.49

計 ― 9,472 45.41

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 11,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

20,493,000
20,493 同上 

単元未満株式 
普通株式 

357,000
― 同上 

発行済株式総数 20,861,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 20,493 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  
  

  

２ 【株価の推移】 

 当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
 ㈱藤木工務店 

大阪市中央区備後町 
１－７－10 

11,000 ― 11,000 0.05

計 ― 11,000 ― 11,000 0.05



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記

載しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きによ

り、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより

中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産       

現金預金   7,851,075 6,155,470 6,264,125 

受取手形   1,017,676 1,423,328 1,030,301 

完成工事未収入金   1,490,744 1,412,163 1,497,703 

有価証券 ※２ ― 14,999 14,997 

販売用不動産 ※２ 183,289 194,450 194,450 

未成工事支出金   5,967,812 8,431,720 6,330,842 

その他   349,630 189,795 346,761 

貸倒引当金   △4,620 △5,900 △5,700 

流動資産合計   16,855,609 84.3 17,816,027 83.5 15,673,483 82.2

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１ 
※２     

建物   1,256,905 1,309,169 1,326,690 

土地   639,083 932,006 932,006 

その他   64,195 60,046 62,459 

有形固定資産計   1,960,184 9.8 2,301,222 10.8 2,321,155 12.2

２ 無形固定資産   64,333 0.3 64,703 0.3 64,333 0.3

３ 投資その他の資産       

投資有価証券 ※２ 641,997 766,555 623,272 

出資金   65,399 65,289 65,289 

長期貸付金   277,769 274,414 278,827 

破産債権、更生債権   340,962 188,122 188,122 

その他 ※２ 939,438 817,076 820,524 

貸倒引当金   △1,151,257 △956,019 △956,499 

投資その他の資産計   1,114,310 5.6 1,155,440 5.4 1,019,537 5.3

固定資産合計   3,138,828 15.7 3,521,365 16.5 3,405,027 17.8

資産合計   19,994,437 100.0 21,337,392 100.0 19,078,510 100.0

        



  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債       

再生債務   30,533 111,086 111,086 

工事未払金   2,541,175 2,024,252 2,351,093 

一年以内返済予定の
長期借入金   46,642 46,642 46,642 

未払法人税等   24,137 27,103 52,979 

未成工事受入金   2,908,345 6,027,101 3,872,679 

賞与引当金   ― 109,780 ― 

完成工事補償引当金   76,710 62,670 60,400 

その他   386,431 393,066 615,457 

流動負債合計   6,013,974 30.1 8,801,704 41.3 7,110,338 37.3

Ⅱ 固定負債       

再生債務   3,900,486 666,090 679,790 

長期借入金   373,137 326,495 326,495 

退職給付引当金   1,234,440 1,284,388 1,275,681 

その他   215,151 312,768 254,596 

固定負債合計   5,723,216 28.6 2,589,742 12.1 2,536,564 13.3

負債合計   11,737,190 58.7 11,391,446 53.4 9,646,902 50.6

(資本の部)       

Ⅰ 資本金   4,694,612 23.5 4,694,612 22.0 4,694,612 24.6

Ⅱ 利益剰余金       

任意積立金   2,836,000 4,606,000 2,836,000 

中間(当期) 
未処分利益   629,509 437,137 1,777,909 

利益剰余金合計   3,465,509 17.3 5,043,137 23.6 4,613,909 24.2

Ⅲ その他有価証券 
評価差額金   99,819 0.5 210,890 1.0 125,780 0.6

Ⅳ 自己株式   △2,694 △0.0 △2,694 △0.0 △2,694 △0.0

資本合計   8,257,246 41.3 9,945,946 46.6 9,431,608 49.4

負債資本合計   19,994,437 100.0 21,337,392 100.0 19,078,510 100.0

        



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高   12,711,493 100.0 10,393,235 100.0 25,762,536 100.0

Ⅱ 売上原価   11,452,483 90.1 9,315,546 89.6 23,469,285 91.1

売上総利益   1,259,010 9.9 1,077,688 10.4 2,293,250 8.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費   645,514 5.1 651,970 6.3 1,326,587 5.1

営業利益   613,495 4.8 425,717 4.1 966,662 3.8

Ⅳ 営業外収益       

受取利息   1,295 1,054 2,399 

その他 ※２ 12,765 10,681 22,813 

営業外収益合計   14,060 0.1 11,736 0.1 25,213 0.1

Ⅴ 営業外費用       

支払利息   8,518 3,367 12,285 

その他   ― 281 86 

営業外費用合計   8,518 0.1 3,649 0.0 12,372 0.0

経常利益   619,038 4.8 433,804 4.2 979,503 3.8

Ⅵ 特別利益 ※３ 19,184 0.2 11,813 0.1 1,175,372 4.6

Ⅶ 特別損失 ※４ 503 0.0 151 0.0 352,871 1.4

税引前中間(当期) 
純利益   637,719 5.0 445,466 4.3 1,802,004 7.0

法人税、住民税 
及び事業税   15,132 0.1 16,238 0.2 31,017 0.1

中間(当期)純利益   622,586 4.9 429,228 4.1 1,770,987 6.9

前期繰越利益   6,922 7,909 6,922 

中間(当期) 
未処分利益   629,509 437,137 1,777,909 

        



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

 

税引前中間(当期)純利益  637,719 445,466 1,802,004

減価償却費  24,964 25,024 51,505

貸倒引当金の増加・ 
減少額（△） 

 △1,580 △280 2,069

完成工事補償引当金の 
増加・減少額（△） 

 5,410 2,270 △10,900

退職給付引当金の増加額  21,062 8,706 62,304

賞与引当金の増加額  ― 109,780 ―

受取利息及び受取配当金  △4,114 △4,315 △6,040

支払利息  8,518 3,367 12,285

固定資産除売却損  503 151 11,988

固定資産売却益  ― ― △357,828

投資有価証券売却益  ― ― △122

過年度債務免除修正益  ― △7,333 △797,018

投資有価証券評価損  ― ― 47,336

ゴルフ会員権評価損  ― ― 2,150

前期損益修正損  ― ― 289,026

売上債権の減少・ 
増加額（△） 

 623,500 △307,487 598,277

未成工事支出金の減少・ 
増加額（△） 

 14,605 △2,100,877 △348,424

その他流動資産の減少額  285,216 155,981 251,385

仕入債務の減少額  △240,074 △326,841 △430,156

未成工事受入金の増加・ 
減少額（△） 

 △2,191,685 2,154,422 △1,227,352

その他  △310,762 △243,202 94,908

小計  △1,126,717 △85,166 47,399

利息及び配当金の受取額  3,946 4,333 5,925

利息の支払額  △4,729 ― △12,285

法人税等の支払額  △23,758 △28,864 △23,956

再生債務弁済による支出額  ― △6,366 △2,643,311

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,151,260 △116,063 △2,626,229



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 

有価証券の売却による収入  22,500 ― 22,500

有形固定資産の取得による
支出 

 △9,089 △5,006 △1,457,003

有形固定資産の売却による
収入 

 190 ― 1,406,585

投資有価証券の売却による
収入 

 ― ― 222

貸付けによる支出  △2,151 ― △6,021

貸付金の回収による収入  2,264 5,376 4,313

その他  26,551 7,037 4,332

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 40,266 7,408 △25,071

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 

長期借入金の返済による支
出 

 ― ― △46,642

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 ― ― △46,642

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少
額 

 △1,110,993 △108,655 △2,697,943

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 8,962,069 6,264,125 8,962,069

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 7,851,075 6,155,470 6,264,125

   



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

      

 (1) たな卸資産 販売用不動産 

 個別法による原価法 

未成工事支出金 

 個別法による原価法 

販売用不動産 

同左 

未成工事支出金 

同左 

販売用不動産 

同左 

未成工事支出金 

同左 

 (2) 有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は、移動平均

法により算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定) 

   時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

      

 (1) 有形固定資産 建物及び構築物については

定額法、建物及び構築物以

外については定率法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 14～50年

建物及び
構築物以外 

５～15年

建物及び構築物については

定額法、建物及び構築物以

外については定率法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 10～50年

建物及び
構築物以外 

３～15年

同左 

 (2) 無形固定資産 定額法を採用しておりま

す。 

なお、ソフトウェア(自社

利用)については、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

おります。 

定額法を採用しておりま

す。 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、ソフトウェア(自社

利用)については、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

おります。 

 (3) 長期前払費用 定額法を採用しておりま

す。 

同左 同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等の特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

  (2)   ――― 

  

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に

充てるため、支給見込

額を計上しておりま

す。 

(2)   ――― 

  

  (3) 完成工事補償引当金 

  完成工事に係るかし担

保の費用に備えるた

め、当中間会計期間末

に至る１年間の完成工

事高に対する将来の見

積補償額に基づいて計

上しております。 

(3) 完成工事補償引当金 

同左 

(3) 完成工事補償引当金 

  完成工事に係るかし担

保の費用に備えるた

め、完成工事高に対す

る過去の補償実績率に

基づいて算定した見積

補償額を計上しており

ます。 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間期

末において発生してい

ると認められる額を計

上しております。 

  また、数理計算上の差

異は、各事業年度の発

生時における従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定

額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理す

ることとしておりま

す。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき計上しておりま

す。 

  また、数理計算上の差

異は、各事業年度の発

生時における従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定

額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理す

ることとしておりま

す。 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書（キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び

取得日から３ヵ月以内に満

期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資でありま

す。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税等と仮

受消費税等は相殺し中間

貸借対照表上流動負債の

「その他」に含めて表示

しております。 

消費税等の会計処理の方法 

同左 

消費税等の会計処理の方法 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。 



会計処理の変更 

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号）を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

――― 

  



追加情報 

  

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(再生計画の遂行状況) 

当社は平成14年６月４日に大阪地方

裁判所に対し民事再生手続開始の申

立てを行い、同年６月19日に民事再

生手続開始決定を受けました。その

後、平成15年２月４日に再生計画認

可決定が確定し、32,075,454千円の

債務免除を受けました。 

前事業年度より民事再生手続の終結

に向けて、事業再建計画を実行して

おり、選別受注の徹底、小口工事の

確保及び固定費の圧縮により事業収

益の確保に努めております。当該計

画に基づく事業活動の推進により、

再生債務の弁済を行っており、前事

業年度において、一般再生債務の一

括弁済選択分全額及び10年分割弁済

の第１回、第２回弁済を併せて、

677,227千円の弁済を実施いたしま

した。 

再生計画における事業再建計画の要

旨は以下のとおりです。 

① 売上高300億円で安定した収益

を上げ得る体制とする。 

② 収益性重視で関西以西の事業シ

ェアを高める。 

③ 小口工事を定量確保するととも

に、リニューアル・メンテナン

ス工事のシェアを拡大する。 

④ 分譲ファミリーマンションは収

益性を見極めた選別受注に徹す

る。 

⑤ 低採算工事および立替工事の受

注判断の適正化をねらいに、

「受注審査」を実効あるものと

して運用を厳格に行う。 

⑥ 資産を持たない身軽な経営を目

指す。 

⑦ 事業規模に合わせて組織と人員

のスリム化を図り、固定費を大

幅に圧縮する。 

(再生計画の遂行状況) 

当社は平成14年６月４日に大阪地方

裁判所に対し、民事再生手続開始の

申立てを行い、同年６月19日に民事

再生手続開始決定を受けました。そ

の後、平成15年２月４日に再生計画

認可決定が確定し、32,075,454千円

の債務免除を受けました。 

当期、下期での民事再生手続終結に

向けて、引き続き事業再建計画を確

実に実行しており、選別受注の徹

底、コスト改善への取組などによ

り、今期においても再生計画で計画

された事業収益を確保できるよう事

業活動を展開しております。また、

当該計画に基づき前事業年度におい

て、再生債務の弁済を行っており、

10年分割弁済の第３回弁済111,086

千円を平成17年3月31日に実施いた

しました。 

再生計画における事業再建計画の要

旨は以下のとおりです。 

① 売上高300億円で安定した収益

を上げ得る体制とする。 

② 収益性重視で関西以西の事業シ

ェアを高める。 

③ 小口工事を定量確保するととも

に、リニューアル・メンテナン

ス工事のシェアを拡大する。 

④ 分譲ファミリーマンションは収

益性を見極めた選別受注に徹す

る。 

⑤ 低採算工事および立替工事の受

注判断の適正化をねらいに、

「受注審査」を実効あるものと

して運用を厳格に行う。 

⑥ 資産を持たない身軽な経営を目

指す。 

⑦ 事業規模に合わせて組織と人員

のスリム化を図り、固定費を大

幅に圧縮する。 

  

(再生計画の遂行状況) 

当社は平成14年６月４日に大阪地方

裁判所に対し、民事再生手続開始の

申立てを行い、同年６月19日に民事

再生手続開始決定を受けました。そ

の後、平成15年２月４日に再生計画

認可決定が確定し、32,075,454千円

の債務免除を受けました。 

当期においては、民事再生手続の終

結に向けて、事業再建計画を確実に

実行しており、選別受注の徹底及び

小口工事の確保により、再生計画を

上回る事業収益を確保しておりま

す。また、当該計画に基づき前期に

引き続いて再生債務の弁済を行って

おり、10年分割弁済の第３回弁済

111,086千円を平成17年3月31日に実

施いたしました。 

再生計画における事業再建計画の要

旨は以下のとおりです。 

① 売上高300億円で安定した収益

を上げ得る体制とする。 

② 収益性重視で関西以西の事業シ

ェアを高める。 

③ 小口工事を定量確保するととも

に、リニューアル・メンテナン

ス工事のシェアを拡大する。 

④ 分譲ファミリーマンションは収

益性を見極めた選別受注に徹す

る。 

⑤ 低採算工事および立替工事の受

注判断の適正化をねらいに、

「受注審査」を実効あるものと

して運用を厳格に行う。 

⑥ 資産を持たない身軽な経営を目

指す。 

⑦ 事業規模に合わせて組織と人員

のスリム化を図り、固定費を大

幅に圧縮する。 

なお、平成16年10月に、別除権付資

産の受戻しを行うとともに、再生計

画においては処分する方針であった

中央大通りＦＮビル等の資産につい

ても、別除権付再生債務の早期金額

確定により、再生計画に基づく弁済

を円滑に実行することを目的とし

て、受戻しを行っております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

  前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

724,720千円 752,387千円 729,327千円 

※２ 担保提供資産 再生債務3,673,497千円及

び長期借入金(一年内返済

予定を含む)419,779千円に

対し、下記の資産を担保に

供しております。 

  

また、上記の他、投資有価

証券14,989千円を宅地建物

取引業営業保証金として供

しております。 

販売用 
不動産 

154,289千円

建物 1,004,884千円

土地 502,017千円

差入 
保証金 

185,445千円

計 1,846,636千円

長期借入金(一年内返済予

定を含む)373,137千円に対

し、下記の資産を担保に供

しております。 

  

また、上記の他、有価証券

14,999千円を宅地建物取引

業営業保証金として供して

おります。 

建物 199,828千円

土地 251,867千円

計 451,696千円

長期借入金(一年内返済予

定を含む)373,137千円に対

し、下記の資産を担保に供

しております。 

  

また、上記の他、有価証券

14,997千円を宅地建物取引

業営業保証金として供して

おります。 

建物 203,516千円

土地 251,867千円

計 455,384千円



(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 １ 減価償却実施額 有形固定資産 23,562千円

無形固定資産 1,385千円

有形固定資産 24,788千円

無形固定資産 12千円

有形固定資産 50,003千円

無形固定資産 1,385千円

        

※２ 営業外収益の

「その他」の主

なもの 

受取配当金 2,819千円

受取家賃 7,056千円

受取配当金 3,261千円

受取家賃 4,941千円

受取配当金 3,641千円

受取家賃 13,587千円

        

※３ 特別利益の主な

もの 

貸倒引当金
戻入益 1,580千円

償却債権取立 
益 8,847千円

ゴルフ会員権 
売却益 2,010千円

子会社清算益 6,745千円

貸倒引当金
戻入益 480千円

ゴルフ会員権
売却益 4,000千円

過年度債務免除
修正益 7,333千円

貸倒引当金 
戻入益 300千円

固定資産
売却益 357,828千円

ゴルフ会員権 
売却益 2,010千円

償却債権取立益 11,346千円

過年度債務免除
修正益 797,018千円

        

※４ 特別損失の主な

もの 

固定資産 
除売却損 503千円

固定資産
除却損 151千円

投資有価
証券評価損 47,336千円

固定資産
除売却損 11,988千円

前期損益
修正損 289,026千円

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

現金預金勘定 7,851,075千円

現金及び 
現金同等物 

7,851,075千円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

現金預金勘定 6,155,470千円

現金及び
現金同等物 

6,155,470千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金預金勘定 6,264,125千円

現金及び
現金同等物 

6,264,125千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間会計
期間末残 
高相当額 
(千円) 

車両 3,641 3,095 545

備品 66,897 53,892 13,004

合計 70,538 56,988 13,549

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間会計
期間末残 
高相当額 
(千円) 

車両 3,641 3,446 194

備品 54,791 46,050 8,740

合計 58,432 49,496 8,935

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

車両 3,641 3,310 330 

備品 61,730 53,070 8,659 

合計 65,371 56,381 8,990 

(注) 取得価額相当額の算定は、有

形固定資産の中間会計期間末

残高等に占める未経過リース

料中間会計期間末残高の割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

(注)     同左 (注) 取得価額相当額の算定は、有

形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、支払利子

込み法によっております。 

２ 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

２ 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 12,111千円

１年超 15,915千円

計 28,026千円

１年以内 11,022千円

１年超 7,514千円

計 18,536千円

１年以内 11,345千円

１年超 10,299千円

計 21,644千円

(注) 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額の算定は、有形

固定資産の中間会計期間末残

高等に占める未経過リース料

中間会計期間末残高の割合が

低いため、支払利子込み法に

よっております。 

(注)     同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額の算定は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法によっ

ております。 

３ 当中間会計期間の支払リース料

及び減価償却費相当額 

３ 当中間会計期間の支払リース料

及び減価償却費相当額 

３ 当期の支払リース料及び減価償

却費相当額 

支払リース料 7,143千円

減価償却費 
相当額 

4,755千円

支払リース料 5,778千円

減価償却費
相当額 

3,172千円

支払リース料 13,525千円

減価償却費
相当額 

9,315千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を10％として定率法によ

り計算した減価償却費相当額に

10/9を乗じた額を計上する方法

によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得価額 
（千円） 

中間貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

① 株式 128,144 296,195 168,050

② 債券  

  国債・地方債等 14,993 14,989 △3

③ その他 ― ― ―

計 143,137 311,184 168,046

区分 
中間貸借対照表計上額

（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 330,812

計 330,812

区分 
取得価額 
（千円） 

中間貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

① 株式 128,144 483,178 355,034

② 債券  

  国債・地方債等 14,999 14,999 ―

③ その他 ― ― ―

計 143,143 498,177 355,034

区分 
中間貸借対照表計上額

（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 283,376

計 283,376



前事業年度末(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得価額 
（千円） 

貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

① 株式 128,144 339,895 211,750

② 債券  

  国債・地方債等 14,996 14,997 1

③ その他 ― ― ―

計 143,140 354,893 211,752

区分 
貸借対照表計上額
（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 283,376

計 283,376



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

当中間会計期間(平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

前事業年度(平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額 396.04円 477.03円 452.36円

１株当たり中間(当期)純利益 29.86円 20.58円 84.94円

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

中間(当期)純利益(千円) 622,586 429,228 1,770,987 

普通株主に帰属しない金額(千円) ――― ――― ――― 

普通株式に係る中間(当期)純利益
(千円) 

622,586 429,228 1,770,987 

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,849 20,849 20,849 



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１ 平成16年10月に、別除権付資産

の受戻しを行うとともに、処分

する方針であった中央大通ＦＮ

ビル及び販売用不動産について

も、別除権付再生債務の早期の

金額確定により、再生計画に基

づく弁済を円滑に実行すること

を目的として、受戻しを行って

おります。 

  これらの受戻しに伴い、資産売

却益(純額)361,470千円、債務

免除益の修正である前期損益修

正損261,932千円及び別除権者

が一括弁済を選択したことによ

る債務免除益794,125千円が発

生いたしました。 

２ 平成16年10月から、平成16年12

月までに別除権者に対する弁済

を総額2,493,556千円実施して

おります。 

  

――― ――― 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において近畿財務局長に提出した証券取引法第25条第１項各

号に掲げる書類 

  

  

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第68期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月29日に提出。 

(2) 
有価証券報告書の 
訂正報告書 

上記有価証券報告書の訂正報告書   平成17年７月11日に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月22日

株式会社 藤木工務店 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社藤木工

務店の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第６８期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社藤木工務店の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上 

  

  

  

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  西  田  幸  男  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  井  上  嘉  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月22日

株式会社 藤木工務店 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社藤木工

務店の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第６９期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社藤木工務店の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上 

  

  

  

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  西  田  幸  男  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  井  上  嘉  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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